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第１ 趣旨

基幹水利施設管理事業（以下「管理事業」という。）の実施に関しては、基幹水利施設管理事

業実施要綱（平成８年７月31日付け８構改Ａ第595号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」

という。）に定めるもののほか、この要領に定めるところによるものとする。

第２ 基幹水利施設管理強化計画の策定等

１ 要綱第３の基幹水利施設管理強化計画（以下「強化計画」という。）は、別紙１基幹水利施設

管理強化計画記載要領により策定するものとする。

２ 要綱第３の(3)の都道府県知事の承認は、強化計画が次の各号に掲げる基準に照らして適当で

あると認められるものについて行うものとする。

(1) 地域農業の再編方向に即して用水供給及び排水の安定化並びに水質を含めた用水供給の信頼

性向上が図られるよう適正に定められていること。

(2) 施設の公共・公益的機能を強化するよう適正に定められていること。

(3) 当該施設及び他の農業水利施設の管理者間の連携方法等が相互の施設の管理を円滑に行える

よう適正に定められていること。

第３ 採択基準

１ 要綱第５の非農地率とは、管理事業の対象とする施設の操作により浸湛水被害の防止が見込

まれる地域における非農地の面積が当該面積と当該地域における受益面積とを合計した面積に

占める割合又は用水の公共・公益効果が見込まれる非農地の面積が当該面積と当該地域におけ

る受益面積とを合計した面積に占める割合をいう。

ただし、当該非農地の面積はおおむね100（地盤沈下地帯にあっては50）ヘクタール（畑を受

益地とする事業にあっては、おおむね30（地盤沈下地帯にあっては10）ヘクタール)以上である

ことを必要とする。

２ 要綱第５の(2)の地盤沈下地帯とは、地盤の沈下を防止するため、地下水の採取が法令等（地

盤沈下防止等対策要綱及び地方公共団体の条例を含む。）により規制されている地域であって、

当該施設を造成した事業の受益面積がおおむね1,000（畑を受益地とするものにあっては300）ヘ

クタール以上の地域をいう。

３ 要綱別表１の排水分水ゲートは、同一管理者が、集約された水利情報に応じて複数の河川等に

排水を行うため、一元的な操作が必要と認められる複数のゲートとする。

第４ 事業の申請

１ 要綱第６の市町村長の事業の実施の申請書は、別記様式第１号によるものとする。

２ 要綱第６の事業採択申請書は、別記様式第２号によるものとする。



３ 要綱第６にいう要綱第５の採択基準に係る事項を記載した書面は、別紙２によるものとする。

第５ 事業の採択

要綱第７の事業の採択通知書は、別記様式第３号によるものとする。

第６ 事業計画の変更

１ 要綱第８の１の承認における市町村長から都道府県知事への申請は、別記様式第４号によるも

のとする。

２ 要綱第８の１の都道府県知事から市町村長への承認の通知は、別記様式第５号によるものとす

る。

３ 要綱第８の２の都道府県知事から地方農政局長への事業計画の変更の報告は、別記様式第６号

によるものとする。



別記様式第１号

事 業 実 施 採 択 申 請 書

都道府県知事 殿

市町村長 名

○○地区について、基幹水利施設管理事業を採択されたく、基幹水利施設管理事業実施要綱第６

に基づき、下記資料を添付して申請します。

記

１ 土地改良事業計画概要書

２ 基幹水利施設管理事業実施要綱第５の採択基準に係る事項を記載した書面

３ 基幹水利施設管理強化計画

別記様式第２号

事 業 実 施 採 択 申 請 書

農 村 振 興 局 長

又は 殿

地 方 農 政 局 長

沖縄総合事務局長

都道府県知事 名

○○地区について、基幹水利施設管理事業を採択されたく、基幹水利施設管理事業実施要綱第６に

基づき、下記資料１を添付して申請します。

（市町村が行う事業）

なお、本事業に係る土地改良事業計画が定められたことを下記資料２を添付して、基幹水利施設管

理強化計画を基幹水利施設管理事業実施要綱第３の(3)に基づき承認したことを下記資料３を添付し

て報告します。

（都道府県が行う事業）

なお、本事業に係る土地改良事業計画を定めたことを下記資料２を添付して、及び基幹水利施設管

理強化計画を基幹水利施設管理事業実施要綱第３の(3)に基づき承認したことを下記資料３を添付し

て報告します。

記

１ 基幹水利施設管理事業実施要綱第５の採択基準に係る事項を記載した書面

２ 土地改良事業計画概要書

３ 基幹水利施設管理強化計画

県 名 地 区 名 施 設 名 所 在 地 備 考
ふ り が な



別記様式第３号

事 業 実 施 採 択 通 知 書

（都道府県知事）

殿

［市 町 村 長］

農 村 振 興 局 長

又は

地 方 農 政 局 長

沖縄総合事務局長

［都 道 府 県 知 事］

平成○○年○○月○○日付け○○第○○号で申請のあった下記地区について、事業実施地区として

採択（したので）、［されたので］、通知する。

記

県 名 地 区 名 施 設 名 所 在 地 備 考
ふ り が な

注：［ ］は市町村等が行う事業であって都道府県知事が市町村長に通知する場合とする。

地区数が多い場合は、別紙とする。

別記様式第４号

事 業 計 画 変 更 申 請 書

都道府県知事 殿

市町村長名

基幹水利施設管理事業○○地区の土地改良事業計画を別紙のとおり変更するので、基幹水利施設管

理事業実施要綱第６の１に基づき、下記資料を添付して申請します。

記

１ 変更の理由

２ 基幹水利施設管理事業実施要綱第５の採択基準に係る事項を記載した書面

３ 土地改良事業計画概要書

４ 基幹水利施設管理強化計画

注：資料２～４については変更案を添付する。



別記様式第５号

事 業 計 画 変 更 承 認 書

市町村長 殿

都道府県知事名

平成○○年○月○日付第○○号で申請のあった市町村営基幹水利施設管理事業の土地改良事業計画

の変更を承認します。

記

１ ○○地区

別記様式第６号

事 業 計 画 変 更 手 続 報 告 書

農 村 振 興 局 長

又は 殿

地 方 農 政 局 長

沖縄総合事務局長

都道府県知事名

（市町村営）

市町村営基幹水利施設管理事業○○地区の土地改良事業計画の変更を、別紙のとおり承認したので

報告します。

（都道府県営）

都道府県営基幹水利施設管理事業○○地区の土地改良事業計画の変更を、別紙の内容で行ったので

報告します。

（別記様式第６号の別紙）

地区名 局 名

所在地

事業名

採択年度 変更計画確定年月日

事業の経緯

変更の要旨

変更項目及び 項 目 現計画 変更計画 増△減 増△減の内訳又は理由

要件



別紙１

基幹水利施設管理強化計画記載要領

項 目 記 載 事 項

１ 策定目的 要綱第３の(1)の要請に係る基幹水利施設及びこれと管理上関連

のある農業用用排水施設について、地域農業の新たな展開及び公共

・公益的機能の高まりに対応した施設管理の強化方策を検討すると

ともに、その実施のために必要となる施設の管理方法、管理者間の

連携及び土地改良区等の管理組織の強化方法等について関係者の合

意を形成し、基幹水利施設の適正管理の推進に資する等、本計画の

策定目的を記載する。

２ 地域の状況

(1)概 況 地域の社会経済条件、自然条件、農業の概況等を記載する。

(2)地域農業の展開方向 次のような事項について地域農業の展開方向を記載する。

・農業経営体の育成方向

・新規作物の導入、特定作物の振興等の地域農業の振興策

・農家戸数及び営農の 変化等に係る見通し

(3)地域の開発方向 都市化・混住化の状況及び工業団地、住宅団地等の地域の開発計

画、地域の防災及び環境保全等に関する計画等の施設を取り巻く地

域の開発方向を記載する。

３ 対象施設 本計画の対象とするダム、頭首工、機場、樋門及び幹線水路等に

ついて、その内訳、管理区分及び用排水計画の概要等を記載する。

４ 施設管理強化方策

(1)農業用用排水の安定 農業経営体の育成、特定作物の振興等地域農業の再編方向に即し

た用水供給及び排水の安定化並びに水質も含めた用水供給の信頼性

向上のための方策について記載する。

(2)公共、公益的機能の 〔安全管理の強化〕

強化 例えば、地域の洪水及び浸湛水被害防止対策上の施設の役割を位

置付けるとともに他の防災組織との連携、警報体制の整備等につい

て記載する｡

〔水資源の有効利用〕

例えば、水利調整に果たす施設の役割を位置付けるとともに調整

ルール、渇水対策等について記載する。

〔水質保全〕

例えば、施設がダム湖、湖沼等の水質に影響を与える場合には、

その水質保全対策等について記載する。

〔地域用水の確保〕

例えば、農業用水の供給と併せて副次的に防火用水、融雪用水、

環境維持用水等の農村における地域用水を活用するための施設の役

割を位置付けるとともにこれに配慮した通水の方法等について記載

する。

上記のほか、施設のもつ公共・公益的な機能の強化のた

めに必要な方策を記載する。



項 目 記 載 事 項

５ 管理再編計画

(1)管理方法 対象施設ごとに管理主体、管理組織、維持管理の要領、費用負担

方法等の管理方法の概要を記載する。

(2)管理の連携 対象施設各々に係る施設の管理者間の管理業務の分担及び連携の

方法、調整組織の設置等について記載する。

６ 管理組織の強化

(1)基本方針 対象施設に関係する土地改良区等の管理組織の強化方策及び土地

改良区等の統合整備にかかる基本方針について記載する。

(2)組織強化計画 管理組織の強化方策及び統合整備を要する地区について

の合併の方法、時期及び合併後の組織・運営等に関する計

画について記載する。

(3)推進体制 管理組織の強化方策及び統合整備の推進体制等について記載す

る。

７ 施設整備計画 施設管理強化方策を具体化する上で施設の追加整備が必要となる

場合は、その内容及び実施主体等を記載する。

別紙２

採択基準に係る事項を記載した書面

項 目 記 載 事 項

１ 管理委託 事業の申請時において、農林水産大臣により管理を委託されている場合に

あっては、管理委託の年月日を記載し、管理委託協定書の写しを添付する。

事業の申請時において、農林水産大臣と事前協議中の場合にあっては、管

理委託の予定年月日を記載する。

２ 受益面積 事業の対象とする施設の受益面積を記載する。

田 畑 合 計

ha ha ha

３ 施設の規模 事業の対象とする施設の規模等を記載する。

等 （ダムの場合）

工 種 設計洪水量

ダ ム m /s3



項 目 記 載 事 項

（頭首工の場合）

工 種 設計洪水量 ゲート 最大取水量

頭 首 工 m /s 門 m3/s3

（用水機場の場合）

工 種 最大取水量

用水機場 m /s3

（排水機場の場合）

工 種 排水機の総口径

排水機場 mm

（排水樋門の場合）

工 種 計画通水量

排水樋門 m3/s

（幹線用水路の場合）

工 種 計画通水量 一元管理を行う基幹水利施設名

幹線用水路 m /s3

（幹線排水路の場合）

工 種 計画排水量 一元管理を行う基幹水利施設名

幹線排水路 m /s3

４ 非農地率 基幹水利施設管理事業実施要領第３の１にいう非農地率を記載する。

５ その他 基幹水利施設管理事業実施要領第３の２の受益面積を記載し、施設の配置

及び受益のわかる図面を添付する。


